Revised Accounting Rules in the Company Act, 1981. by 植野 郁太 & Ueno Ikuta
商法計算規定の改正について
その他のタイトル Revised Accounting Rules in the Company Act,
1981.
著者 植野 郁太
雑誌名 關西大學商學論集
巻 26
号 6
ページ 726-746
発行年 1982-02-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00020853
58(726) 関西大学商学論集第2腿籟引5号 (1982年2月）
［研究ノート】
商法計算規定の改正について
植野郁太
I はじめに
本稿は昭和56年11月22,23の両日，関西大学で開催された第48回西日本学
生会計学研究会において行なった「商法計算規定の改正について」と題する
記念講演に若千の修正・加筆をしたものである。
今回の「商法等の一部を改正する法律」は昭和56年6月3日に成立し，そ
の大部分は57年10月1日から施行される。ここではこの法律改正のうち株式
会社の計算・公開にかかわるものをとりあげるが，話はおのずから会計学を
専攻する学生諸君の勉学に資することを目的としている。そのために蛇足の
ようではあるが，まずはじめに昭和37年， 49年の商法改正による商法計算規
定の整備•発展にふれ，今回 (56年）の計算規定の改正との関連を明らかにす
ることを心掛けた。そしてそのあと計算書類の内容・確定手続・公開に関す
る改正，主要な計算処理の改正について述べることにした。
ここにとりあげた内容は今回の商法改正の全体からみれば一部分に過ぎな
い。それ以外に会社の自主的監視機能の強化を目的とした株式会社の機関に
関する改正，経済情勢の変動に対応するための株式制度に関する改正，さら
に新株引受権附社債制度の創設があったが， これらには殆んどふれていな
商法計算規定の改正について（植野） (727)59 
い。とくに株式制度の改正は抜本的なものであり，既存会社の株式単位引上
げのための単位株制度の採用，額面株式と無額面株式の同質化，株式の発行
価額を基準とする資本金組入額の算定，株式の最低券面額の制限の撤廃と一
株当り純資産額の概念の導入等，その改正内容が株式会社の資本会計にどの
ような影蓉をもたらすかは重要な検討課題である。しかし，ここでは資本金
組入額の算定方法につき基本的な説明をしているだけである。
このように説明の範囲を限定してもなおいろいろの問題がある。そのため
に話がおのずから断片的なもののよせ集めとなり，全体としてまとまりの悪
いものとなっている。この点，読者の寛恕をえたいと思う。
I 商法計算規定の発展経過
昭和56年の商法改正は25年の改正以来の大改正であるといわれている。し
かし会計学の観点からすれば， 37年と49年の改正の方がはるかに重要であ
る。今回の改正は，株式制度の大改正に伴い資本会計の領域にどのような影
響をもたらすか軽率に断定することはできないが，それ以外の点では前2回
の改正に比較し軽徴である。しかしその内容を十分に理解するためには従来
の規定について若干の予備的知識を必要とする。したがってまず37年と49年
の改正の要点を述べることからはじめよう。 37年の改正は，商法が会社の計
算規定の全貌を明らかにしたものであり， 49年の改正は公認会計士による監
査制度の導入とそれに伴う計算規定の整備をしたものであるということがで
きる。
1. 商法計算規定の現代化
商法が年度決算すなわち企業会計についてその考え方を明定したのは，昭
和37年4月の改正のときであった。そのとき総則の商業帳簿には改正はな
く，財産目録は継続され，評価基準として時価以下主義の規定もそのままで
あった。しかし株式会社については「会社の計算」の節で， 285条から285条
ノ7にわたり資産客休別に評価基準を設けた。そこでは原価主義が基本とな
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っているが，それを固執するのではなく，時価が原価より著しく低くかつそ
れが原価まで回復する見込のないときには時価により評価すべきであるとの
条件を付けていることが注目される。また繰延資産についてあらたに開業
費，試験研究費及び開発費，社債発行費が追加された。商法の観点からすれ
ば，繰延資産は法の擬制においてはじめて資産性を謡められる擬制的資産で
ある。それと対照的である擬制的負債ともいうべき引当金の規定（商法287条
ノ2)も設けられた。この引当金の規定は今回の改正で改められたが， この
ことについては後に説明する。
ところで商法が資産評価の基本的基準として原価主義を明定したことか
ら，企業会計原則が主張してきた損益法の考え方，実現主義による収益の計
上とそれと費用の適正な対応による期間損益の計算に商法も同調したと説明
されることもあるが，一概にそうとはいえない。商法は昭和37年の改正にあ
たり利益の配当に関する290条の「会社ハ損失ヲ填補シ且準備金ヲ控除シク
ル後二非ザレバ利益ノ配当ヲ為スコトヲ得ズ」との規定をより明瞭なものに
改めたが，そこには「利益ノ配当ハ貸借対照表上ノ純資産額ヨリ左ノ金額ヲ
控除シクル額ヲ限度トシテ之ヲ為スコトヲ得」として，（イ）資本金の額，（口）資
本準備金及び利益準備金の合計額， Vヽ）その決算期に積立てることを要する利
益準備金の額，（二）開業費と試験研究費及び開発費の貸借対照表上の評価額が
上記の（口）とVヽ）の合計額を超える金額を，期末の純資産額から控除した金額を
配当可能額と規定していた。この規定は，商法のいう配当可能利益が一期間
の利益ではなく，当該決算時までに累積されてきた毎期の利益の社内留保額
（当該期間の利益を含む）を念頭においたものであり，ひいてまた毎期の利
益も第一次的には財産法により当該期間における純資産額の増加としてとら
えていることを示唆している。
さらに昭和38年には商法計算規定の改正にあわせて「株式会社の貸借対照
表及び損益計算書に関する規則」いわゆる商法計算書類規則が公布された。
その内容は，企業会計原則，それを引継いだ証券取引法に基づく財務諸表規
則が規定する財務諸表の記載様式と種々の点で相遮していた。とくに企業会
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計原則が損益計算優先の考え方を強調してそのシンボル的存在としていた当
期業績主義による損益計算書にかわって，商法計算書類規則が包括主義を採
用し，しかも損益計算書の末尾を当期利益の表示で終らせず，そのあとに前
期繰越利益ないし損失を加減して当期未処分利益を記載するよう規定したこ
とが注目される。それは，商法が損益計算書の機能を利益の適正な発生源泉
別表示によって収益力の測定に役立てるということより，むしろ配当可能利
益の当期中の増減額の計算表示に求めていることを示すものである。
なおこのときの商法改正をめぐる論議のうちに，損益計算書に示される当
期利益を法人税等控除前のものとし，法人税等を利益処分項目とする長年の
会計慣行の不合理性が指摘され，そのことについての規定はないが，当期利
益を法人税等控除後の金額で計上する慣行が商法改正後，急速に定着した。
念のために付記しておこう。
2. 公認会計士監査の導入と計算規定の改正
昭和37年の改正により商法の計算規定は，一段落したと思われた。しかし
それも束の間， 39年の後半から深刻な不況のもとに会社の倒産があいつぎ，
いくつかの著名な中堅企業の粉飾決算が露呈した。大蔵省証券局はそれに対
し種々の対策をうちだしたが，そこで最も注目されるのは， 41年に公認会計
士法が改正され， 5人以上の公認会計士が集まって監査法人を組織し，法人
の名において監査業務を遂行する制度がつくられたことである（同法34条
の2以下参照）。この制度が発足してからは上場会社の監査は監査法人が担当
するようになり，個々の公認会計士が監査している会社は格が下がるような
印象を一般に与えている。
上記のような大蔵省所管の監査制度の強化に呼応するかのように，法務省
でも株式会社の監査役の地位と権限の強化，公認会計士の会計監査制度の導
入とそれに伴う計算規定の改正を主要な内容とする商法改正の作業にはいっ
た。そして途中いくたの曲折を経て49年に改正商法と「株式会社の監査等に
関する商法の特例に関する法律」 （略称，商法特例法）が成立した。
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昭和49年の商法改正の主要な点は便宜上，監査に関するものと計算規定に
関するものとにわけてみることができる。前者については次のものがあげら
れる。
（イ） 監査役の地位及びその監査権限が強化され，会計監査だけでなく，「取
締役の職務の執行の監査」すなわち業務監査まで及ぶようにしたこと（商
法274条）。ただし資本金1億円以下の会社においては監査役の監査は会計
監査に限定される（商法特例法22条）。
（口） 資本金5億円以上の株式会社では計算書類に対して監査役の監査と別
に，公認会計士または監査法人から選任された会計監査人の監査を強制し
たこと（商法特例法2条～）。ただし証券取引法適用外の会社で資本金が10億
円未満の会社には別に法律で定める日までこの規定を適用しないとしたこ
と（商法特例法の附則2号）。
Vヽ） 監査役が取締役に，また会計監査人が監査役及び取締役に提出する監査
報告書に記載すべき事項を明確に規定したこと（商法281条ノ 3,商法特例法
13条， 14条）。
（二） 営業年度を 1年とする会社に対して， 1営業年度につき 1回，年度中の
一定の日に一定限度内で株主に金銭の分配をすることを駆めたこと （商法
293条ノ 5)。これは中間配当といわれるものであり，それを認めることによ
り従来の年2回の決算から年1回の決算への移行が容易となった。
次に計算規定の改正は，公認会計士が担当する商法上の監査と証券取引法
上の監査との実質的一元化の要請に応ずるものである。そのときに37年の改
正でみおくられていた総則のなかの商業帳簿に関する規定（商法32条～34条）
が全面的に改正された。そこでは次の諸点がとくに注目される。
（イ） 会計計算の目的は「営業上ノ財産及損益ノ状況ヲ明カニスル」ことにあ
ると明記したこと。
（口） 「商業帳簿ノ作成二関スル規定ノ解釈二付テハ公正ナル会計慣行ヲ料酌
スペシ」との規定を設け，商法に対する企業会計原則の位置づけをしたこ
と。企業会計原則は公正なる会計慣行を要約したもので，商法の計算規定
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の解釈指針とされることになった。
（ハ） 開業時及ぴ決算時における財産目録の作成に関する規定を削除し，貸借
対照表は会計帳簿に基づき作成されるべきであるとしたこと。
（二） 資産の評価基準として時価以下主義の規定を削除し，流動資産と固定資
産及び金銭債権にわけてそれぞれの包括的評価方法を指示したこと。
ところで昭和49年の改正は，土地の買占め等企業の反社会的行動がきびし
く追及されていた時で，十分な効果をあげることはできないと批判され，直
ちに次の大改正に向けての作業が開始された。しかしこと計算規定に関する
限りは，この改正により大筋はまとまったといえる。
皿 企業内容の公開に関する改正
1. 計算書類の内容充実
現行（昭和56年改正前）の商法281条は， 計算書類の作成とその監査につい
て次のように規定している。
「 取締役ハ毎決算期二左ノ書類及其ノ附属明細書ヲ作Jレコトヲ要ス
貸借対照表
ー損益計算書
一営業報告書
四 準備金及利益又ハ利息ノ配当二関スル議案
③ 前項ノ書類ハ監査役ノ監査ヲ受クルコトヲ要ス」
商法には財務諸表という用語はなく，それに替るものとして計算書類とい
う用語が用いられている。もっとも企業会計原則や財務諸表規則に規定する
財務諸表には営業報告書は含まれていない。それは，営業報告書が営業の概
要の文章による報告であり，会計数値の一覧ではないからである。また計算
書類というときにはそれは「第281条第1項各号に掲げる書類」を意味し，
附属明細書を含まないとするのが適例である。それは定時の株主総会に提出
される書類から附属明細書が除外されているからである（商法283条参照）。附
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属明細書は上記の条文からは計算書類すべての附属明細書と読みとれるが，
現実にはそれは貸借対照表，損益計算書，営業報告書の三つにかかわる附属
明細書であって，利益処分案の附属明細書はない。
次に今回の改正においていわゆる利益処分案の文言を「利益ノ処分又ハ損
失ノ処理二関スル議案」と改め， その内容を明確にした。それにより利息
（正確にいえば建設利息）の配当は議案から除外された。利益処分を議案とす
るならば，それと逆に，未処理損失を生じたときには損失の処理を議案とす
るのは当然であるが，この点に誤解を生じないよう新規定は損失の処理を加
えたものと思われる。
ところで今回の計算書類の改正においては営業報告書の存在がクローズ・
アップされたことが注目されるっ昭和49年の改正で商法計算書類規則は貸借
対照表と損益計算書に加えて附属明細書の記載方法を規定したが，営業報告
書にはふれていなかった。それが今回，営業報告書についても附属明細書と
ともにその記載方法を法務省令で規定するように改められた（商法中改正法律
施行法49条）。そのことに関連して，衆議院法務委員会の改正法律案に対する
附帯決議のなかに，
「法改正に伴う省令中，営業報告書及び附属明細書については，法制審議
会の答申とその審議の内容を尊重し，社会的責任が明示できるよう十分な
内容のものとすること。」
という一項が加えられている。この決議にいう「社会的責任の明示」が何を
意味するのか， そのために具体的にどのような項目の記載が要求されるの
か。このことに関連してすぐに思い出されるのはロッキード事件やKDD事
件にみられるような贈賄，政治献金，重役による会社財産の着眼に対する世
間の疑惑である。不正支出とか使途不明金等のことばもしばしば聞かれるよ
うになった。昭和54年12月に公表された「株式会社の計算・公開に関する改
正試案」には，営業報告書（改正試案では業務報告書となっていた）に記載すぺ
き会社業務に関する重要事項の一つに，「会社が無償でした金銭，物品その
他財産上の利益の供与（反対給付に比し著しく過大な給付を含む）の総額」をあ
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げていた。無償の利益供与の開示は企業活動に対する社会的監視という点か
らとくに注目される。もっとも56年10月に法務省民事局から公表された「法
務省令制定に関する問題点」において営業報告書の記載事項としてあげられ
た10項目のなかにこのことを直接的に示す項目はない。しかしとにかく営業
報告書を附属明細書とともに，単に会計情報に限定せず，企業の営業活動に
ついて社会的に重要と考えられる事項に関する情報提供の場として積極的に
利用しようとするところに，今回の計算書類の規定改正のねらいがある。
なおついでながら，上記の「株式会社の計算・公開に関する改正試案」
は，証券取引法適用会社においてすでに実施されている半期報告書と連結財
務諸表の作成を商法にとりいれるよう提案していたが，それは今回の改正で
は見送られた。
2. 計算書類作成手続の変更
商法は昭和49年の改正にあたり会計監査人による監査制度を導入したが，
その際すでに株式会社の規模別に適用される計算規定を区別するとの考え方
を示していた。それが今回の改正によりいっそう撤底された。ここではまず
商法が示した規模別分類を提示し，そのあと大会社を中心に改正商法による
計算書類の作成手続をみていくことにしよう。
(1) 会社の規模別分類
商法は昭和49年の改正にあたり商法特例法を公布した。この特例法の適用
から株式会社は次の三つに分類されるようになった。
大会社一一瑕i法特例法により会計監査人の監査が実施される会社。 56年の
法改正により，それは資本金が5億円以上，または最終の貸借対照表の負
債の部に計上された金額の合計額が200億円以上の会社である。
中会社一商法特例法の適用はなく，商法規定がそのまま適用される会
社。規模別にみれば資本金が1億円を超え， 5億円未満の会社。但し負債
の合計金額が200億円以上の会社は除く。
小会社一一商法特例法の適用により，商法規定の適用を一部免除される会
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社。規模別にみれば資本金が 1億円以下の会社。但し負債の合計金額が
200億円以上の会社は除く。
昭和56年改正前の商法特例法は，大会社を資本金5億円以上の株式会社と
規定しながら，附則2号において証券取引法適用会社でない株式会社で資本
金10億円未満のものには同法を適用しないとしていた。しかし56年の改正に
あたりこの附則は削除された。改正法律は大会社を資本金の大きさを基準と
して5億円以上の会社と規定するだけでなく，資本金にかかわりなく負債の
合計金額200億円以上の会社も含めるとした。、このことは，実際にどれほど
その適用例が生ずるか疑問であるが，自己資本の過少を共通の大きな欠陥と
してかかえているわが国の企業にとって注目に値いする規定ということがで
きる。また資本金5億円以上または負債の合計金額200億円以上という基準
の設定には，「公認会計士と税理士の戦務上及び制度上の調整」という要因
が強く作用している。このことも念のため付記しておこう。
(2) 計算書類の確定手続
商法は長年にわたり，株式会社の計算書類は定時の株主総会の承認を得て
確定するとの原則を堅持してきた。しかし現実には定時総会の形骸化が目立
ち，また大会社に会計監査人の監査を導入したことから，昭和56年の改正に
あたり，その内容を大幅に改正した。以下その要点を個条書にしてみよう。
（イ） 計算書類と附属明細書の作成義務者は代表取締役である。しかし代表取
締役はこれらの書類を，監査を受けるために監査役に，大会社においては
さらに会計監査人に提出する前に，取締役会の承認を受けなくてはならな
い（商法281条）。
（口） 定時の株主総会に提出されるのは計算書類だけである。附属明細書は提
出されず，したがって総会の承認ということはない（商法283条）。
（ハ） 計算書類のうち営業報告書については，その内容を総会で報告するだけ
であり，その承認を必要としない（商法283条）。
（二） 貸借対照表，損益計算書，利益処分案については総会の承認を得るのが
原則である。但し会計監査人の監査をうける大会社にあっては，会計監査
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人及ぴ監査役が貸借対照表と損益計算書を適法とする監査報告書を提出し
ているときには，代表取締役は総会にそれらの内容を報告するだけで，総
会の承認を必要としない（商法特例法16条）。現実にはこの規定の適用によ
り，大会社においては決算は監査役の監査報告書作成の時点で確定し，株
主総会は利益処分の決定権を保有するだけとなる。上記の説明を一覧的に
要約すると次のようになる。
計算書類と株主総会
計算書類等 中会社及び小会社 大 会 社
①貸借対照表 株主総会の承認 ｛株適法主意総見会表に報明告を前提に
③損益計算書 株主総会の承認 ｛株適法主意総見会表に報明告を前提に
③営業報告書 株主総会に報告、 株主総会に報告
④利益処分案 株主総会の承認 株主総会の承認
附属明細書 株主総会に提出せず 株主総会に提出せず
(3) 大会社における監査日程等
計算書類と附属明細書には監査役の監査さらには会計監査人の監査，また
株主総会での報告や承認等，種々の手続が義務付けられており，その実行に
は相当の時間を必要とする。そのために商法は，株主名簿の名義書換等の停
止期間を3月以内とすることにより間接的に決算日後3月以内に定時総会が
開かれるべきことを規定している（商法224条ノ 3)。そして定時総会の会日か
らさかのぼって計算書類等の監査役さらに会計監査人への提出期限，それら
の監査日数，定時総会の招集の通知期限とそれに添付すべき書類等について
詳細に規定している（商法232条， 281条ノ 2~283条，商法特例法12条～15条）。こ
のことに関連した今回の改正は次の二つである。
（イ） 附属明細書の監査役さらに会計監査人への提出期限を 1週間早くして，
かれらが計算書類とともに附属明細書をもって監査をすることができるよ
うにしたこと。
（口） 従来，計算書類の監査報告書と附属明細書の監査報告書を別個にしてい
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たのを一つにまとめたこと。このことにより実質的に附属明細書の監査報
告書の提出期限が1週間早められる結果となった。
参考までに，次に大会社における計算書類と附属明細書及び監査報告書の
提出期限等を一覧的に示しておこう。
↑ ↑ 
大会社における監査日程等の一覧
例示日
(3 月 31 日）—一決算日
| 5週間
3 t (5 月 5 日）—取締役が取締役会の承認を得た計算書類を
カ 3週間 監査役と会計監査人に提出
月↓
↑ ^ （ 5 月 26日）—取締役が取締役会の承認を得た附属明細書を誓1亨月 監査役と会計監査人に提出
名 ―--（6月2日）ーー会計監査人が監査報告書を
簿直間 監査役と取締役に提出
> Ec6月9日）一＿監査役が監査報告書を取締役に提出
間 1週間 その謄本を会計監査人に送付『i (6月16日）ー｛定時総会の招集通知発送（計算書類と監査報告書添付）
計算書類と附属明細書，監査報告書を本店と支店に備置
↓ 2週間
↓ (6月30日）一一定時総会の会日
3. 計算書類の公告と公示
計算書類は，一方では会社の経営を委ねられた取締役が営利の目的で資金
を拠出している株主に業務執行の結果を報告し承隠をもとめること，いいか
えれば会計責任履行の手段である。しかも他方では計算書類は，会社の利害
関係者が会社の財政状態と経営成績を測定し判断するにあたっての基本的資
料である。そのために株式会社では計算書類の公開が要求され，法もそのこ
とを規定するのが通例である。
わが国でも商法は，明治32年に制定された当初から，計算書類に対して定
時総会の承認を得た後遅滞なく，貸借対照表を公告するよう規定していた
（明32年商法192条，現商法283条）。公告とは官報または時事に関する事項を記
載する日刊新聞紙に掲げて一般に知らせることである（商法166条）。しかしこ
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の規定にしたがって貸借対照表の公告をしているのは大体において証券取引
所にその株式を上場している会社だけであり，それ以外の会社とくに中小規
模の会社では完全に無視されているといってよい。このような実情から少な
くとも資本金1億円以下の小会社に対してはこの規定を適用除外とすべきで
あるとの意見が強い。しかし今回の改正でもそれは実現せず，むしろその励
行を捉進するかのように，公告する貸借対照表はその要旨でもよいと改め，
さらに大会社に対しては貸借対照表とともに損益計算書を，あるいは両者の
要旨を公告すべきであるとした（商法特例法16条2項）。
なお商法は上記の公告とは別に，取締役は定時総会の会日の2週間前から
計算書類と附属明細書さらにそれらの監査報告書を 5年間本店に，その謄本
を3年間支店に備え置き，その間，株主及び会社の債権者の閲覧に供し，ま
たかれらの求めに応じてその謄本または抄本を交付するよう規定している。
これを計算書類の公示といっている。公示についての改正点は備置の期限を
1週間繰上げたこと，本店だけでなく支店にも謄本を備置するよう規定した
こと，備置の期間を明確にしたこと，の三点である。
w 会計処理に閲する改正
1. 継続性の原則に関連する規定
一つの会計事象の処理について複数の方法が一般に妥当なものとして是認
され，そのなかから企業が自己に適合したある方法を選択したときには，そ
の方法を毎期継続して適用し，みだりにそれを変更してはならない。このこ
とを一般に継続性の原則という。
1930年代のアメリカにおいて，証券業界と公認会計士団体が会計原則の存
在を認めてそれを遵守することにより，法的強制に頼らず自主的に会計実践
の適正化を実現しようと努力した当初から，継続性の原則は重視されてい
た。そして公認会計士による財務諸表の監査が制度化されてからも，財務諸
表が適正かどうかの判断基準として，当該財務諸表が会計原則に準拠し，し
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かも前年度と同じ方法により作成されているということを掲げていた。この
考え方は敗戦後のわが国の財務諸表制度の近代化の中心となった証券取引法
に基づく財務諸表監査にもそのまま受継がれた。企業会計原則も一般原則の
なかに継続性の原則をあげている。
しかし商法は昭和37年の改正による計算規定の整備にあたっても，継続性
の原則について規定せず，ただ商法計算書類規則において評価方法その他の
会計処理の方法や貸借対照表及び損益計算書の記載方法に重要な変更があっ
たときにはそのことを注記するよう指示するにとどまっていた（同規則3条）。
さらに49年の改正により大会社に公萬会計士による計算書類の監査が導入さ
れたときには，従来からの証券取引法に基づく監査いわゆる証取監査と商法
監査の実質的一元化の要請にこたえ，商法がなんらかの形で継続性の原則に
ついて規定することが期待された。しかしそれは実現されなかった。そのこ
とから継続性の原則に反しても遮法性をとわれることはない，とにかく正当
とする理由付けさえあればいくら会計処理の原則や手続を変更してもよい，
変更について注記さえすればその変更はみだりな変更ではない，等の詭弁的
な説明さえみられた。
上記のような事情から，アメリカでは継続性の原則は実に厳格に違守され
ているが，わが国ではそれは比較的Jレーズに考えられている。たとえば有価
証券報告書における監査報告書の調査結果をみても，継続性の変更に係る除
外事項（これを会計監査では2号限定と略称する）の付されている会社数が昭和
54年度の決算において調査対象会社1,469社のうち264社もあり，それらがす
べて正当な理由によるとされている (JICPANews No. 280, 1980)。
ところで今回の改正で商法は，真正面からではなく間接的であるが，継続
性の原則に開する規定を設けた。すなわち商法は監査役が取締役に提出する
監査報告書，さらに会計監査人が監査役及ぴ取締役に提出する監査報告書の
記載事項に「貸借対照表又ハ損益計算書ノ作成二関スル会計方針ノ変更ガ相
当ナルャ否ャ及其ノ理由」という一項目を加えた（商法281条ノ 3,商法特例法
13条）。この規定にでてくる会計方針とは主要な会計処理の原則や手続のこと
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である。この記載事項を加えたことの意義は大きい。今後はこの規定により
継続性変更の事例が少なくなるであろうことが期待される。
2. 引当金規定の内容の明確化
商法の引当金規定は昭和37年の改正ではじめてもうけられたもので，それ
は次のとおりである（商法287条ノ 2)。
「特定ノ支出又ハ損失二備フル為二引当金ヲ貸借対照表ノ負債ノ部二計
上スルトキハ共ノ目的ヲ貸借対照表二於テ明カニスルコトヲ要ス
③ 前項ノ引当金ヲ其ノ目的外二使用スルトキハ其ノ理由ヲ損益計算
書二記載ス、Jレコトヲ要ス」
この規定は評価性引当金を問題としていないことはもちろん，負債性引当
金についてもその全部を規定しているのではないことに注意しなくてはなら
ない，損益計算の観点からは負債性引当金の計上が適正な費用の見越計上の
ためのものであるかどうかを問題とする。しかし法の観点からは計上される
引当金の債務性が重視される。 37年の商法改正当時の関係文書によれば，計
上される引当金は次のように二分されていた。
（イ） 負債たる引当金 退職給与引当金や納税引当金のように，債務の発生
または債務の金額が不確定であって，債務の発生原因が決算期前にある場
合に相当の金額を負債として計上したもの。それは不確定期限付債務また
は条件付債務ともいわれる。
（口） 債務でない負債性引当金~将来発
生する債務で，債務の発生原因が決算期後にあり，決算期末現在では法律
上まった＜債務とはいえないもの。
上記二つに分類してみたときは，（イ）の条件付債務は法が規定するまでもな
く，負債の部に計上しうるもの，計上すべきものである。しかし（口）の債務性
のない引当金の計上には疑義があり，それを正当化するためには一定の法的
根拠が必要であり，それに応えるのが商法287条ノ 2である。いいかえれば
（口）に属する項目は法の解釈によれば擬制的負債である。
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ところで上記の商法規定は擬制的負債として計上しうる引当金の範囲を，
擬制的資産である繰延資産の場合のように具体的に指示していないために，
その解釈をめぐって意見の対立をもたらした。狭義説は，その立法趣旨にて
らして適正な損益計算のために必要とされる範囲内で債務性のない引当金の
計上を認めているにすぎないと主張する。それに対して広義説は，支出また
は損失の生ずる原因あるいは損失を被る資産等の対象物が特定しておれば，
法の規定にしたがった記載をして株主総会の承認を得れば，費用性に疑義が
あるもの，極端にいえば費用と隠められない利益性引当金を計上しても進法
ではないと説明する。理論的には狭義説をとるべきであるが，実際には広義
説が支配的である。そして本来ならば利益の社内留保として任意積立金の名
目で計上すべきものを引当金として計上するという形での逆粉飾の例も多く
みられるようになった。
昭和49年の商法改正では引当金の取扱いが問題となった。しかし結局のと
ころ商法287条ノ 2の条文改正はなく，ただ計算書類規則のなかで引当金に
関連する規定を整備するにとどまった。そこでは次の二つがとくに注目され
る。
（イ） この改正前には貸借対照表の負債の部を流動負債，固定負債，引当金の
三つに区分していたが，この区分において引当金の部を特定引当金の部と
改め，それが商法287条ノ 2に規定する引当金であり，一般の負債性引当
金と湿同されないようにしたこと（同規則33条1項）。なおこの規定につづ
けて，特定引当金の一部をその性質により流動負債または固定負債の部に
記載してもよいとの規定を設けている（同規則33条2項）。それにしたがっ
た記載をすれば，特定引当金の部に計上されるものは，負債性引当金以外
のいわゆる利益性引当金であることが明らかになる。
（口） 特定引当金を計上するときには「当該引当金によって備えるべき特定の
支出または損失が生ずると認められる理由及び当期に計上する額の算定の
方法」を附属明細書に記載するように規定したこと（同規則45条）。この規
定により特定引当金の腰だめ的な安易な計上が相当に規制された。
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商法の改正に歩調をあわせ企業会計原則も昭和49年に修正された。修正後
の原則は，注解18において費用性の側面から負債性引当金の範囲を正確に規
定している。そして注解14において負債性引当金以外の引当金の計上は法令
により駆められたものに限定すべきであり，なおそれらの引当金を商法の規
定にしたがい特定引当金として計上するときには，損益計算書に「当該引当
金の繰入額又は取崩額を税引前当期純利益の次に特別の科目を設けて記載
し，税引前当期利益を表示する」よう規定した。これらの規定には特定引当
金の設定は適正な費用計上外のものであるとの主張が打出されていることに
注目しなくてはならない。
上記のところから明らかなように，昭和49年の改正で特定引当金の取扱い
は相当に改善されたが， なおどこか消極的でものたりない感じを与えてい
る。その理由は，電気事業法による潟水準備金や証券取引法による株式売買
損失準備金のように特別法に利益性引当金の規定があること，さらに重要な
ものとして租税特別措置法が産業の保護・育成の目的から費用性にかかわり
なく，法の規定にしたがって計算・処理された各種の準備金設定額を損金と
して扱かっていることに求められる。
ところで今回の改正において商法287条の2は次のように改められた。
「 特定ノ支出又ハ損失二備フル為ノ引当金ハ其ノ営業年度ノ費用又ハ損
失卜為スコトヲ相当トスル額二限リ之ヲ貸借対照表ノ負債ノ部二計上ス
ルコトヲ得」
この規定によって特定引当金として計上できるものは損益計算の側面から
は費用ないし損失としての見越計上が妥当とされるが債務性のない負債性引
当金に限られ，従来みられたような利益性引当金は含まれないことが明瞭に
された。この改正は，引当金規定の広義解釈がもたらした混乱の防止を意図
した結果ではなく，今回の改正で大会社においては監査役及び会計監査人の
監査報告書に適法の意見表明がある貸借対照表及ぴ損益計算書には株主総会
の承認を要しないとされたが，この規定と株主総会の承認を前提とする硯行
の引当金規定は矛盾する，さらにいえば利益性引当金の計上の是謁は株主総
74(742) 第 26巻第 6 号
会に残された利益処分案承認の権限をおかすことになるという規定上の問題
を解決するためであったと説明されている。しかし改正の理由がどのような
ものであるにしろ，特定引当金の内容が明確にされたことの意義は大きい。
この改正に伴なって特定引当金の記載方法に関連する商法計算書類規則の諸
規定さらに企業会計原則の規定も単純明解なものに改められ，また租税特別
措置法の各種準備金の処理方法も損金経理方式から利益処分方式に改められ
るであろう。
なお特定引当金の設定を費用性の認められるものに限定することに関連し
て，あらたに費用性の判定基準の拡大が問題とされている。それは具体的に
いえば，企業会計原則が示した負債性引当金の三条件のうちとくに特定の費
用たる支出あるいは損失が確実に起るという条件について，「確実に」とい
うことを可能性のかなり高いものを含むと拡大解釈して，一部の偶発損失に
対しても引当金の設定を認めようというものである。
3. 資本金組入額の算定
株式会社における資本金（商法の表現によれば会社の資本）とはもともと株主
が会社に出資した金額を意味し，商法上それは債権者保護のために会社が維
持すべき純資産の額と規定されている。
昭和25年改正前の商法は資本金に相当する額面株式の全額発行と株金額の
分割払込み（但し第1回払込額は券面額の4分の 1以上とする）の方法を採用して
いた（明32年商法171条）。そのために会社の資本はこれを株式に分割し，しか
も株式はすべて額面株式であって，株金額は均ーでなくてはならないと規定
されていた（同法199条， 202条）。当時は，資本金の額は株式の券面額の総計す
なわち株金総額に等しく，株式の発行価額は券面額による平価発行を原則と
していたのである。そしてもし株式の発行価額が券面額を超えるときには，
この超過額は会社の利益と考えられ，ただその処分について会社の法定準備
金（当時は利益準備金のみ）が資本金の 4分の 1以下である場合には4分の1
に達するまで超過額から株式発行費を控除した額を法定準備金に組入れなく
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てはならないとの条件がつけられていた（同法288条）。
この考え方は昭和25年の商法改正において授権資本制を採用したことによ
り相当に変化した。それは，定款に会社が発行する株式の総数（これを授権株
式数という）を記載し，この授権株式の分割発行（会社設立時の発行株数は授権
株式数の4分の1以上とする）を恩める反面，発行価額の全額一括払込みを要求
する方法である（昭和25年商法166条）。この方法のもとで，まず株式について
額面株式とともに無額面株式が導入されたために，会社の資本を株式に分割
するという旧199条の規定は削除され，額面株式の券面額の均一性とその最
低価額，及び額面株式の割引発行を禁止する商法202条の規定を残した。そし
て会社の資本の額は，別段の定めのある場合を除き，発行済額面株式の株金
総額と発行済無額面株式の発行価額の総額とすると規定されるに至った（同
法284ノ2)。商法学者は，会社の資本が株金総額に等しいといえなくなったこ
とを「資本と株式との関係の切断」といっている。しかし硯実には無額面株
式の発行は例外であり，額面株式のみを発行している会社では，原則として
資本と株式との関係は維持されている。上記のこと以上に重視されるのは，
この時の改正で商法が資本取引の考え方を受入れ，券面額以上の価額をもっ
て額面株式を発行したときの額面超過額（株式発行差金），無額面株式の発行
価額のうち資本金に組入れなかった金額（払込剰余金）を資本準備金として積
立てるよう規定し，それらを会社の利益とすぺきではないとしたことである
（同法288条ノ 2)。
さて昭和25年の改正商法の規定では，会社の資本の額と株主の払込額とは
概念的に別個のものとする考え方が明らかにされた。額面株式について株主
の払込額のうち資本に組入れられるのは券面額に相当する金額だけであり，
それを超える額は資本準備金として処理される。これとの整合性から，無額
面株式についてはその発行価額すなわち払込額の全額を資本に組入れること
を原則的処理と規定しながらなお， その4分の 1以内（設立時に発行される無
額面株式においては最低発行価額を超える部分にして発行価額の4分の1以内）の額
を資本に組入れず，‘資本準備金とすることを隠めていた。
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株主の払込額いいかえれば株式の発行価額が，券面額に等しいか，またそ
れを超過するにしてもその額が小さい場合には別に問題はない。しかし現在
では株式の市場価格は券面額を大幅に上廻り， 額面50円の株式の相場が200
円， 300円という例は珍らしくない。しかもこのように高い市場価格を基準に
•した時価発行が広く行われるようになると，新株の発行において資本金の増
加額は僅かで，それに数倍する資本準備金が計上されることになる。そのう
えわが国では配当金の支払額を券面額の何％という方法で計算している。そ
のために現実に株主の払込額のうちで配当金を受けうるのは券面額に相当ず
る部分だけで，それを超過して資本準備金に組入れられる部分は無償で資金
コスト零の資金ということになる。それは会社にとっては実に有利な資金調
達であっても，株主の側からは不合理な処理である。株式の時価発行が一般
化し，発行価額が券面額を超過する額が大きくなればなるほど，払込額に対
する配当額の比率は低下し，それは定期預金利率よりかなり低率となる。こ
のような事情から今日では一般投資家は配当利益よりはむしろ，株価の上昇
による投機利益さらには法定準備金の資本組入れに基づく無償あるいは券面
額以下の払込みによる新株の取得，株主割当増資に基づく券面額に相当する
金額の払込みによる新株の取得などから得られるであろう利益に期待してい
る。しかしそれはけっして健全な姿ではない。今回の商法改正で次に説明す
るように，資本金組入額の算定方法が根本的に改められた。その審議経過を
示す法務委員会議録をみると，利益配当額を券面額の一定割合とする方法か
ら生ずる実質的な配当過少化の傾向の是正をそれが目的としていることが十
分に読取れる。
さて今回の改正で会社の資本の算定に関する商法284条ノ 2の規定は次の
ように改められた（但し3項以下は省略）。
「会社ノ資本ハ本法二別段ノ定アル場合ヲ除クノ外発行済株式ノ発行価額
ノ総額トス
③ 株式ノ発行価額ノニ分ノーヲ超エザル額ハ資本二組入レザルコトヲ得
但シ額面株式二付テハ券面額，会社ノ設立二際シテ発行スル無額面株式
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ニ付テハ五万円ヲ超ユル部分二限ル」
この規定でまず注目されるのは，額面株式についても資本金の額を株金総
額とせず，その発行価額の総額とするとしていることである。券面額を資本
金の算定の基準としないことにすれば，株式が券面額をもつことの意味の大
半は失われる。改正条文が会社の資本の額の算定において額面株式と無額面
株式を一括して「発行済株式」としている理由もそこにある。
上記のように改正商法は発行済株式の発行価額の総額を資本金の額とする
ことを原則としながらなお
（イ） 額面株式については資本金に組入れる額が券面額以上であること，
（口） 会社設立時の無額面株式については資本金に組入れる額がその最低発行
価額5万円以上であること，
という条件付で，．発行価額の2分の1以内の金額を資本金とせず資本準備金
として計上することを腿めている。現行の規定では無額面株式について発行
価額の4分の1以内の額を資本金としないことができるとされており，改正
試案の段階では，この規定を額面株式にも適用するよう指示されていた。そ'
れが改正条文では2分の1とされたことに対して批判もある。しかし時価発
行により発行価額が券面額を大幅に超過するときでも，少なくともその発行
価額の2分の1以上を資本金とするよう規定したことは大きな前進というべ
きであろう。券面額以上の金額を資本金として計上しているとき，なお利益
配当額を券面額を基準にして考えるという従来の慣行は次第に消減すること
になるであろう。
なお改正法は，額面株式の発行において券面額を超えて資本金に組入れた
とき，いいかえれば資本金が株金総額を超える場合には，この超過額につい
て無償で株式を交付し（改正商法293条ノ 3ノ2)， またこの超過額を抱合せ増
資において発行価額（それは券面額に等しい）のうち払込みを要しない部分に
あてる（改正商法280条ノ 9ノ2)ことができると規定している。すなわち資本
金が株金総額を超える金額は株式の無償交付や抱合せ増資にあたって法定準
備金と同様に扱われているのである。もっともこの超過額はすでに資本金と
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して計上されているから，それを利用して株式の無償交付，抱合せ増資をし
ても，そのことにより資本金が増加するわけではな<,その点において法定
準備金の資本組入れを利用する場合と異なることはいうまでもない。もし資
本金が株金総額を超える金額について株式の無償交付等をしたときにもそれ
を仕訳で表示しようと考えるならば，次のように額面超過資本金勘定を設け
ればよい。
(1) 株式発行時
（借） 預金 XXX （貸） （額面）資本金 XXX 
額面超過資本金 XXX 
(2) 株式の無償交付時
（偕）額面超過資本金 XXX （貸） （額面）資本金 XXX 
最後に，株式の発行価額のうち資本金に組入れない額を，従来は額面株式
については株式発行差金，無額面株式については払込剰余金と呼んでいた
が，改正後はこの区別はされず，すべて払込剰余金といわれることになろう
（改正商法288条ノ 2)。
最初にも指摘したように，今回の商法改正では株式制度の改正が非常に大
きな比重を占めている。この改正に基づく企業の実際の財務活動からどのよ
うな会計処理上の問題が生ずるか，十分な見通しはない。今回の商法改正は
くりごと
資本会計に厄介な問題をもちこんだものである。この繰言をもってむすびに
かえよう。
